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はじめに
本稿は，まず，我が国において行われる再販売価格維持には１，協調型
と称すべきものが相当数あることを，公正取引委員会の審決の分析から示
す。その上で，不公正な取引方法の規定により協調型の再販を規制すると
きの「拘束」の捉え方について論ずる。
再販については，二種類のものが認識されている。一つは，取引上優位
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にある商品の供給者（例えば製造業者）が需要者（例えば小売業者）に一
方的に行わせるものである。以下，これを押付型の再販と呼ぶことにする。
もう一つは，商品を供給する側と供給を受ける側双方の利害が一致して，
両者の協調関係の下で行われる再販である。本稿では，このようなものを
協調型の再販と呼ぶことにする。
再販の規制は，従来，主として不公正な取引方法の条文が用いられてき
た。再販には，旧一般指定では８号が，現一般指定では１２項が適用される。
不公正な取引方法として再販を規制することを考えると，再販の公正競争
阻害性を事業活動の自由を抑圧することに求める考え方をとれば，協調型
の再販は違法ではなく，少なくとも不公正な取引方法の問題としては取り
立てて論じる必要のないものである。しかし，筆者は，再販の公正競争阻
害性を自由な競争の阻害に求める立場をとる（以下，再販の多数説）。こ
のように考える場合，協調型の再販は，禁止されるべきものである。
しかし，再販の多数説では，協調型の効果的規制については，あまり関
心が払われてこなかったように思われる。現実に事業者が行う再販の中に，
押付型と協調型のいずれがどれだけの割合で含まれているかに関する議論
が少なかったことに，その原因の一つを見いだせよう。学説の中には，協
調型の再販が少なからず存在するという見解が幾つか見られる２。その一
方で，再販の議論では，商品の供給者から需要者への拘束に関心が向く傾
向があった。一般指定１２項が，商品を供給する事業者が，供給を受ける事
業者に拘束条件を課すという形で行為が規定されていることが一因と思わ
れるが，旧一般指定８号が適用された事件でも，供給者から需要者への拘
束に焦点が当てられていた。
本稿では，まず，第１節で，押付型再販の事例を示す。これは，協調型
との対比のため押付型の態様を明らかにする必要があると考えるからであ
る。第２節では，協調型再販の構造と弊害について，スタイナーの学説を
中心に理論的な整理を行う。これらは，準備作業である。次に，本題に入
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る。第３節で，審判決の検討から，再販の中には協調型が相当数含まれる
ことを示す。協調型再販のが相当数存在するとなると，その効果的な規制
は看過し得ない問題である。更に第４節で，第３節を補強する。第３節で
取り上げる事件は，比較的新しいもの特に平成のものが多い。これに対し
て，第４節では，審決の検討から，旧い時期にも供給側と需要側の協調的
関係が存在したことを示す。このような検討をふまえて，第５節で，一般
指定１２項（及び１３項）によって協調型の再販をより効果的に規制するため
には，「拘束」の認定をいかにすべきかについて論じる。
第１節 押付型再販の事例
先に述べたように，押付型再販とは，商品を供給する事業者からの圧力
で不本意ながら指定価格で販売するものである。供給側の事業者が，自己
の収益を増やすために供給先の流通業者に一定の行動を強制するものであ
る。拘束を受ける事業者にとっては，再販は利益にならないものである。
事件となったものの中に押付型の再販を探してみると，実は，明らかに
押付型と分かるような事例を見つけるのは難しい。審判決では，商品の供
給者が需要者に対して拘束条件を課する形で，事実認定がなされている。
他方，勧告審決が多く，事実認定が簡略なため，需要者側はやむを得ず指
示価格を守って販売しているのか否かを判断することができないものが多
い。そのような中で，押付型であると思われるのは，ソニー・コンピュー
タエンターテイメント事件である。
●ソニー・コンピュータエンターテイメント事件
（平成１３年８月１日審判審決，審決集４８巻３頁）
本件は，テレビゲーム用ソフトの再販事件である。ソニー・コンピュー
タエンターテイメント（以下，ソニー CE）は，プレイステーションと称
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する家庭用テレビゲーム機および当該テレビゲーム機用の周辺機器を製造
販売し，プレイステーション用のソフトウェア（以下，PSソフト）を仕
入販売していた（以下，プレイステーション，その周辺機器および PSソ
フトを合わせて PS製品と言う）３。
ソニー CEは，PS製品については，直接小売業者と取引をすることを
基本方針としており（ゲーム専門店が加盟するフランチャイズの本部への
販売も含む），直接取引できない小売業者については，ソニー系の販売会
社などの卸売業者を通して販売していた。
ソニー CEは，PSソフトの販売に当たり，同製品の値引き販売の禁
止（ソニー CEの希望小売価格で販売させる），中古品取り扱いの禁止
および横流しの禁止（小売店は消費者にのみ販売するものとする）とい
う三つの販売方針を採用した。卸売業者や小売業者との取引に当たっては，
この方針の遵守を受け入れた者のみと契約を締結した。値引き販売をした
小売業者に対しては，制裁措置をとることなどを告げて指導を行い，指示
価格を遵守させていた。出荷停止をした事例もあった。
このソニー CEによる再販が押付型であると考える理由は二つである。
第一は，ソニー CEが，流通過程を管理したいと考えていたことである。
ソニー CEは，可能な限りの流通簡素化を目指し，消費者に直結した流通
体制を作った。これは，PSソフトの需給不均衡が生じ，在庫処分の値引
き販売や横流しなどが生じるのを防ぐことを意図していた。需給の不均衡
が生じることを避けようとする意図自体は，違法なものではない。むしろ，
事業者として当然のものである。ここで問題にするのは，ソニー CE自身
が，流通過程を管理したいと考えていたことである。
第二の理由は，小売業者の側に，PSソフトを値引き販売しなければな
らない事情があったことである。PSソフトの発売タイトル数が増加して
きたことなどにより，発売後かなりの期間が経過しても売れ残る PSソフ
ト（不良在庫）が増加してきたが，ソニー CEの販売方針によって，小売
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業者は在庫品を廉価で処分できなかった。これにより，在庫負担が小売業
者の経営を圧迫するようになったため，小売業者からは，不良在庫となっ
た PSソフトを引き取るようソニー CEに求める声が高まった。しかし，
ソニー CEは，不良在庫の値引き処分を行わないよう求めると同時に，返
品も受け入れない方針をとった。その結果，小売業者の中には，不良在庫
品を現金問屋などに横流しする者が現れた。
上記のように，小売業者は値引き販売を望んでおり，対するソニー CE
は，強力な流通管理によってこれを阻止していたのである。
第２節 協調的再販の構造と弊害
本節では，我が国及びアメリカの文献に基づき，協調的再販の構造と弊
害を見ることにする。
第１款 我が国の議論
我が国では，再販の中に協調型のものが相当数存在することを指摘する
論考が幾つも見られる。やや慎重に，協調型のものが「少なくない」とす
る見解もあるが４，協調型が多いとする見解も幾つも見られる５。これらの
中には，研究者によるものの他に，実務家による論考も幾つか見られる６。
これは，実務の経験に基づくものと思われる７。
しかし，協調型再販の構造等について詳述したものは少なく，その中で，
比較的詳しく述べているものに野口による再販規制の解説がある。
野口８は，次のように述べている。
「再販売価格の拘束が行われる場合には（中略）流通業者の側から求め
られる場合が多い。（中略）安売りが行われていることについて多くの流
通業者から苦情を受け，これに応じて，メーカーが再販売価格の拘束を行
う場合もある。
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また，メーカーとしても，自己の製品について流通業者に積極的な販売
努力をするインセンティブを与えるため，流通業者間の価格競争を制限す
ることによって流通業者の利潤を確保しようとして，より主導的に自らの
マーケティング政策として再販売価格の拘束を図るというケースも多い。
再販売価格の拘束は，通常，メーカーと多くの流通業者の利害が一致す
るところで成立し，メーカーが設定する再販売価格は，非効率な販売業者
でも営業が成り立つような高い水準に置かれることとなる傾向がある。こ
のため（中略）流通の販売面における技術革新や経営合理化に向けた努力
への刺激を失わせ，消費者，需要者が不利益を被るとともに，流通業者自
身にとっても事業活動を旧態依然としたままにとどめて，流通を取り巻く
大きな環境の変化が生じた場合の対応力を減少させるという弊害を生むこ
とになりやすい。」
江上は，商品の需要者の役割をより大きいものと考えている。すなわち，
「現実の再販売価格維持は，価格競争の負担を免れようとする販売業者の
強い要求により販売業者のために行われるものが大部分である。（中略）
生産者は，違反者に対して制裁を加えうる立場にあるから，その制裁を加
える役として加担させられているだけである。」９
第２款 スタイナーの学説
商品の供給側と需要側が利害を共にする再販を説明する理論はないのか。
米国に目を転ずると，ロバート・スタイナーの学説がある。
スタイナーの理論は，再販に限定したものではなく，垂直的制限に関し
て述べられたものである。スタイナーは，次のように考える。垂直的制限
が行われるのは，製造業者と小売業者が，ともに不安定な市場支配力（mar-
ket power）を持ち，各々の市場支配力が相当程度他方のそれに依存して
いる場合である１０。製造業者が市場支配力を持つことがあることは一般に
認識されているところであるが，小売業者も，製品差別化に基づくある程
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度の市場支配力を有している。この差別化は，店舗の立地条件，店舗の評
判，消費者の探索費用など小売業者に固有の事情に起因するものである１１。
製造業者と小売業者がともに不安定な市場支配力を有する場合，ブラン
ド内競争の制限は，製造業者と小売業者の双方にとって利益となる。小売
業者は，同一のブランド製品を販売する他の小売業者と，このブランド製
品について価格競争を行っている。顧客が他の小売店に流れることを防ぐ
ためには，このブランド製品の販売価格を引き下げる必要がある。再販が
なされれば，他の小売業者も当該製品を同じ価格で販売するので，価格を
引き下げる必要がなくなるという利点がある。他方，製造業者にとっては，
小売店が他の製造業者の製品に顧客を誘導することを防ぐことができる。
複数のブランド製品を扱う小売店は，一般に，粗利益が大きい製品を顧客
に薦める傾向がある。垂直的制限によって小売店に高い粗利益を保証すれ
ば，小売店は，他の製品よりも再販の対象となった製品を顧客に販売する
ようになるであろう１２
このような認識に基づいて，垂直的制限が競争に与える影響を分析する。
スタイナーは，総余剰によって社会的厚生の大きさを測るのであるが，そ
の特徴は，二段階モデル（dual stage model）を用いることにある。ここ
では，詳しい説明を控えるが，総余剰は，生産者余剰と消費者余剰の他に，
ディーラー余剰を足し併せて算出される。このような方法による分析から，
垂直的制限が競争に与える影響を，複数指摘する。
中でも，スタイナーが強調するのは，製造業者と小売業者の相互依存に
よってなされる垂直的制限は，市場における流通の革新を遅らせるという
ことである。小売段階には，異業種間競争（intertype competition）とい
うものがあり，垂直的制限はこの競争を阻害し，革新的な流通業者が市場
に現れるのを妨げる。
異業種間競争というのは，事業形態の異なる小売業者の間の競争である１３。
古い形態の小売業者と新しい形態の小売業者の間の競争となる。新しい形
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態の小売店は，経営の革新やチェーン店展開による規模の経済性の実現な
ど，経営効率を高めることにより，低価格販売を可能にする。更に，営業
時間の延長，無料駐車場の提供など豊富なサービスを提供する。これによ
り，市場では，経営効率の悪い既存の事業者が退出し，より経営効率の良
い新形態の小売業者が多くを占めるようになる１４。
垂直的制限が行われると，異業種間競争によって新しい形態の小売業者
が現れる過程が妨げられる。即ち，より効率性の高い流通への構造転換が
遅れ，「相対的に効率性の低い時代遅れの垂直的機能配分を温存」するこ
とになる１５。新しい形態の小売業者は，資本集約的な大規模小売業者であ
るので，これが市場に参入するためには，最小効率規模を達成するための
大きな取引量を必要とする。また，店舗の評判を高めるために有名ブラン
ド製品を取り扱うことが必要になる。主要ブランド製品を販売する既存の
流通業者が，垂直的制限が課されている製品について，その製造業者に，
新形態の小売業者に卸さないように圧力をかける場合，参入障壁が高まる
ことがある１６。流通業者による明確な圧力がなくても，古い形態の小売業
者が新しい形態の小売業者よりも，非常に大きな市場占有率を有している
場合は，製造業者は，自発的に垂直的制限を行う１７。
その他に，垂直的制限の弊害として，マーケティング慣性の問題と競争
者が追随して垂直的制限を採用する場合に生じる問題もある１８。より短期
的な問題としては，垂直的制限が主要なブランド製品について行われた場
合，店舗内のブランド間競争を弱める結果となることである１９。２０
すべての再販をスタイナーの学説で説明できるかどうかについては判断
しかねるが，実務家の見解と整合する部分が多く，有用な学説であると思
われる。実務との関係では，野口の再販に関する認識が，スタイナーの学
説と見事に整合している。スタイナーも，実務を経験している。消費物資
を製造する会社に勤務した経験があり，その他に，アメリカ連邦取引委員
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会のエコノミストを務めたり，コンサルタントをした経験などがある２１。
日米では，再販に関して，実務を経験した者は似たような認識を有してい
るということであろうか。
第３節 協調型の再販事件
本節では，再販事件の審判決の検討から，再販事件の中には，協調型の
ものが相当数存在すること示す。
対象とする事件は，一般指定１２項該当のもの，旧一般指定８号該当の再
販行為の他，旧一般指定８号及びそれ以外の一般指定該当行為で実質的に
再販であるものである。検討の結果，ここで取り上げるのは，すべて審決
である。協調型と判断できるものは，１２項事件が１０件（警告２件を含む），
実質的再販の事例が８件である。
後述するような審決の制約から，協調型のものが再販全体の何割を占め
るかについては，明確な数字を出すことができない。しかし，上記の数字
から，再販を規制する上で無視し得ない有意な数の物が存在すると推定す
ることができよう。
審決の検討に当たっては，勧告審決が多いため，多くの場合，審決のみ
では簡単な事実関係しか知ることができない。そこで，公取委の職員が雑
誌『公正取引』に寄稿した事件解説（以下，担当官解説）により，事実に
関する情報を補った。得られる情報に制約があることは否めないが，得ら
れた情報に基づいて検討を行うものとする。
事件の選り分けにおいては，以下のいずれかの条件を満たすものを協調
型に分類した。一つは，事実認定から，再販を課される側も再販により一
定の利益を得ることが分かることである。もう一つは，スタイナーの学説
に照らして事実関係を組み立てることにより，供給側と需給側の利益が一
致した再販であると分かることである２２。商品の需要者である流通業者の
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利益確保が図られている事例では，多くがスタイナーによる垂直的制限の
説明と整合するが，スタイナーの説明と合致しない部分を含むものも存在
する。
審決に現れた協調型再販の事件は，四つに分類することができる。以下
では，その類型毎に事件を見ていくことにする。
第１款 要請受入がある事例
この款で取り上げるのは，商品供給者からの要請を需要者が受け入れた
こと認定されているものである。審決の中には，平成に入って，このよう
な事実認定がなされるものが，少数ながら見られるようになった。該当す
る事件は３件で，いずれも，価格表示を拘束し一般指定１３項該当となった
ものである。ここでは，松下エレクトロニクス事件とジェイフォン事件に
ついて詳しく見る。
●松下エレクトロニクス事件
（平成５年３月８日勧告審決，審決集３９巻２３６頁）
本件は，家電製品の卸売業者が，小売業者の価格表示を拘束したとして
一般指定１３項に該当するとされた事例である。
松下エレクトロニクス（以下，松下 EC）は，松下電器産業とその関連
会社が製造する家電製品の卸売業を営んでいる。松下製品は，松下の系列
小売店の他，広域量販店と地域量販店で販売されており，松下 ECは，広
域量販店向けの卸売業者である２３。
広域量販店が広告等において行う価格表示が実勢小売価格の形成に大き
な影響を与えることから，松下 ECは，広域量販店に一定価格以下での価
格表示をしないようにさせていた。この事件では，価格表示の拘束なので，
一般指定１３項が適用されているが，実勢小売価格を一定以上に維持するた
めのものであり，再販と同様の効果を有するものである。
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本件は，担当官解説によれば，合意をもって拘束性を認定した事例であ
る２４。審決では，「合意」という文言は使われていないが，次のような事実
から，松下 ECと広域量販店の間に価格表示に関する合意を認めたものと
解することができる。まず，松下 ECは，商談などのときに，取引先量販
店に対して，新聞折り込み広告や店頭表示などにおいて，参考価格以下で
の価格表示を行わないよう要請した２５。他方，量販店は，この要請を受け
た価格以上での「価格表示が定着すれば，実勢小売価格の維持が図られ，
自己の利益に資するところから，おおむね，同要請を受け入れ」ていた。
更に，松下 ECが，参考価格以下で表示をしようとする広域量販店が現れ
たときに，個別に是正措置を講じていた事実が，合意の立証を補強するも
のとして用いられてる２６。
公取は，上記のような合意をもって「拘束」を認定している。まさに，
協調型の（実質的な）再販である。
●ジェイフォン事件
（平成１５年９月４日勧告審決，審決集５０巻３６９頁）
ジェイフォンは，携帯電話機に係る電気通信役務を提供するとともに，
「J―PHON」の商標を付した携帯電話機を販売する電気通信事業者である。
ジェイフォンは，携帯電話のほとんどを，代理店に販売し，代理店及び代
理店から仕入れて小売りする取次店を通して，消費者に販売している。代
理店には，参考価格を示し，店頭や広告の価格表示は参考価格を表示させ
ている（一般指定１３項該当）。平成９年には，ジェイフォンの前身である
東京デジタルホンが，携帯電話の再販で摘発されている（平成９年１２月１６
日勧告審決，審決集４４巻２９９頁）。従って，価格拘束事件を二度起こしてい
ることになる。
本件においても，ジェイフォンが，商談等において，定めた参考価格で
の価格表示を要請したところ，代理店等は，「他の取引先代理店及び取次
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店においても参考価格での価格表示が行われれば，実際の小売価格の維持
が図れれることから，おおむね，当該要請を受け入れ（中略）参考価格に
より表示していた」。更に，参考価格を下回って販売する代理店等に対し
て是正措置を講じていた。松下エレクトロニクス事件の審決と同様の認定
であり，ジェイフォンと代理店の間に縦の合意があると言えよう。
本件では，違反行為の経緯や背景事情から，ジェイフォンと販売店の双
方の利益確保が図られていることが分かる。担当官解説２７によると，この
事件は，背景に，市場の変化に対応したジェイフォンの販売戦略の変更が
あったようである。当初，販売店に多額の販売手数料を支払い電話本体を
安く販売することにより，顧客の拡大を図っていた。販売手数料分は，利
用者からの通信料収入で回収していた。ところが，その後，利用者一人あ
たりからの収益が減少し，携帯電話の普及により新規契約者を大きく増や
すことが難しくなったことで，販売手数料がジェイフォンの負担となって
きた。そこで，販売手数料を減らした。しかし，そうすると，そのままで
は代理店の利益が減少し，代理店の販売意欲が減退するおそれがある。そ
こで，販売手数料の減額を代理店に納得させるために，再販によって代理
店が一定の利益を得られるようにしたのである２８。
本件で，代理店は，ジェイフォンが，価格表示に関する要請をした後，
「小売価格の低下による利益の減少を懸念」して，「販売価格を引き上げる
ことを求め」ている。ここからも，ジェイフォンによる価格表示の拘束が，
代理店の利益でもあることが分かる。価格表示に関する要請は，ジェイフ
ォンと代理店の商談などの場でなされており，代理店との話し合いの中で，
参考価格での表示を行う体制が整えられていったのではなかろうか。
３件目は，日立家電事件（平成５年３月８日勧告審決，審決集３９巻２４１
頁）２９である。これは，松下エレクトロニクス事件と同様のもので，家電卸
売業者が家電量販店の価格表示を拘束した事例である。
182
第２款 利益供与がある事例
再販事件の中には，再販により高い粗利益を保証するという形での利益
の他に，小売業者に対して何らかの利益を提供して，再販への協力を取り
付けている事例が３件ある。ここでは，資生堂事件およびハーゲンダッツ
ジャパン事件の２件につて見る。
●資生堂事件
（平成７年１１月３０日同意審決，審決集４２巻９７頁）
本件は，化粧品の製造販売業者である資生堂が，化粧品を安売りしよう
とする量販店に対して，販売促進の支援を行うことなど利益を供与するこ
とにより，安売りを思い止まらせたことが，一般指定１２項１号に該当する
とされたものである。量販店以外の小売店に対する販売価格拘束の有無に
は触れていない３０。資生堂の非再販製品は，おおむねメーカー希望小売価
格で販売されていた事実が認定されており，量販店の安売りを抑えれば，
競争制限効果が生ずるということであろう。
審決では，二つの具体例が挙がっている。一つは，非再販商品をメーカ
ー希望小売価格で販売していた全国に１５０店舗を有する大手量販店に対す
るものである。この量販店は，平成５年４月１日から指定再販の対象とな
る化粧品の範囲が縮小されることを契機に割引販売を行うことを計画し，
資生堂に，化粧品指定告示の改正により非再販商品となる資生堂化粧品に
ついて，メーカー希望小売価格の１割引で販売したいと申し入れた。しか
し，資生堂は，これを断り，資生堂化粧品に添付するサンプルを提供する
代わりに割引販売を行わないよう要請した。その結果，当該量販店は，資
生堂から商品の円滑な供給が得られないことを懸念して，割引販売を行わ
ないことにした。
もう一つの例は，特定小売業者の安売りに量販店が追随することを止め
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たものである。東京都と千葉県に８店舗を有する小売業者が，非再販商品
について大幅な割引販売を始めることになったため，資生堂は，一部の大
手量販店に対して，これに追随して割引販売を行わないよう要請した。そ
の後，この小売業者が８店舗で，非再販商品をメーカー希望小売価格の２５
から３０パーセント引きで販売し始めたところ，有力な量販店から，資生堂
に，非再販商品をメーカー希望小売価格の１割引で販売したいと申し入れ
があった。この量販店は，全国に３５０店舗を有する大手であった。これに
対して，資生堂は，この申し入れを断り，化粧品の販売促進を支援するこ
とを申し出て，割引販売を行わないよう要請した。また，前記小売業者の
割引販売に対して対策を講じることも伝えた。その結果，当該量販店は，
資生堂からの商品の円滑な供給が得られなくなることを懸念し，割引販売
を行わないことにした。
これは，業界最大手の資生堂と言えども，大手量販店に対しては，経済
的な不利益によって圧力をかけるのみでは安売りを止めさせることはでき
ないので，経済的な利益を与えて，再販への協力を取り付けたものと見る
ことができる。
●ハーゲンダッツジャパン事件
（平成９年４月２５日勧告審決，審決集４４巻２３０頁）
本件は，プレミアムアイスクリームの再販事件である。被審人ハーゲン
ダッツジャパン（以下，HDJ）は，アメリカ合衆国のピルズベリー・カン
パニーから，ハーゲンダッツ製品を一手に供給を受けて，卸売業者を通じ
て小売業者に販売している。HDJは，小売業者に希望小売価格で販売さ
せていた（一般指定１２項１号及び２号該当）。本件再販は，流通業者の協
力を得て可能となったものである３１。
HDJの再販は，大手量販店とその他の小売店で対応が異なっている。
同社は，小売店舗を巡回するセールスレディーや営業部員に小売価格の監
184
視をさせ，また小売業者からの苦情により安売りをする業者を発見し，希
望小売価格以下での販売を止めさせている。出荷停止を行う場合もある。
しかし，大手量販店に対しては，販売促進手段を提供することと引き替え
に価格維持への協力を要請している。大手量販店に対しては，安売りをし
たら出荷を停止するというのは必ずしも現実的な対応ではなく，また単な
る要請だけでは大手量販店は受け入れないためである３２。
本件では，大手量販店以外の小売業者も，多くが再販に協力的であった
ようである。担当官解説によると，「本件における主要な実効性確保手段
は，値引き販売をしている流通業者に対し，希望小売価格で販売するよう
『お願い』することであった。」また，流通業者は，その要請をおおむね受
け入れる状況が見られたという３３。
他に，利益供与がある事例としては，日本移動通信事件（平成１１年１２月
２２日勧告審決，審決集４６巻３５８頁）３４がある。これは，携帯電話の消費者に
対する販売価格を拘束していたものである。
第３款 需要者からの安売対策要請がある事例
ここで取り上げるのは，商品の需要者から供給者に対して，他の需要者
による安売りに対して対策を講じてほしい旨の要請がなされたことにより，
価格維持が行われた事例である。該当するものは，８件ある。ここでは，
次の４件について詳しく見る。
●スキューバプロ・アジア事件
（平成１４年１２月２６日勧告審決，審決集４９巻２４７頁）
スキューバプロ・アジアは，潜水に使用される器財・用品（以下，ダイ
ビング用品）の卸売業を営む者である。同社は，米国企業が有する商標
「SCUBAPRO」を付したダイビング用品（以下，スキューバプロ製品）と
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商標「UWATEC」を付したダイビング用品（以下，ウアテック製品）で，
当該企業の製造子会社から輸入した製品を扱っている。また，国内の会社
に製造委託した「AIRE」の商標を付し製品を（以下，アイレ製品）を販
売している。スキューバプロ・アジアは，これらダイビング用品について
再販を行っており，これが一般指定１２項１号及び２号に該当するとされた
事件である。
スキューバプロ・アジアは，スキューバプロ製品のうち，新製品及び売
れ筋製品を主体に毎年選定する製品について，小売業者に，値引き限度を
希望小売価格の２０％として，これを遵守させている。また，ウワテック製
品のうちアラジンというダイブコンピューターについて，値引き限度額を
希望小売価格の３０％としていた。更に，アイレ製品の一部についても，値
引き限度額を希望小売価格の２０％と定めて，これらを小売業者に遵守する
よう要請していた。
本件の場合，再販が小売店にとっても有益であることは明白である。ス
キューバプロ製品の再販は，小売業者の要請が発端となっている。並行輸
入品の増加や，廉売を標榜する量販店の台頭などにより，スキューバプロ
製品の価格が低下している状況があた。その中で，スキューバプロ・アジ
アに対して，量販店などの大幅な値引き販売を止めさせてほしいという小
売店からの要請が増えた。そこで，スキューバプロ・アジアは，小規模な
小売業者と自社の利益を確保するために，その対策として再販を行ったの
である。ちなみに，「通常，ダイビング用品は，零細な小売業者の販売価
格等を考慮して希望小売価格が高めに設定されて」いるという３５。
また，零細な小売業者は，原則として希望小売価格で販売し，量販店は，３０
～４０％引きで販売していた。担当官解説では，再販の２０％引きと３０％引き
という数字は，零細小売業者と量販店の両方の意向を考慮したものであろ
うと推測している３６。そうであるとすると，スキューバプロ・アジアは，
販路を確保するために，小売業者の協力を求めて再販を行ったと見るのが
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妥当であろう。
本件再販が，量販店の安売りを押さえ小規模小売業者の利益を確保する
ものであることから，小規模小売店と量販店の異業種間競争があることも
分かる。この事例では，量販店の力も大きかったので，小規模小売店の要
請をすべて受け入れるわけにはいかず，希望小売価格での販売を求めるの
ではなく，ある程度の割引を認めながら，割引率を一定水準に抑えること
になったものと思われる。
●松下電器産業事件
（平成１３年７月２７日勧告審決，審決集４８巻１８７頁）
これは，一般指定２項の事件である。松下電器産業は，家庭用電気製品
を製造販売する者で，製品を販社や代理店を通して小売業者に供給してい
る。松下電器は，自己の経営理念と販売方針を受け入れる家電小売業者に
製品を供給するとしており，販社は，このような小売店と継続的な取引契
約を行っている（以下，取引先小売店）。本件は，松下電器産業が，販社
と継続的取引契約を締結していない小売業者（以下，未取引小売店）で廉
売を行った者に対して，供給を止める措置をとった。より具体的には，廉
売を行った未取引小売店を発見した場合，この小売店に直接又は間接に製
品を販売した代理店に対して，この小売店に製品を供給しないよう要請し
た。また，要請に従わないときにはリベートの減額や製品の出荷価格の引
き上げなどを行うという脅しをかけた。
この行為は，特定の価格を示していないものの，廉売を止めるための間
接的な取引拒絶であるので，再販と同様の効果を持つものである。
この事件でも，価格維持は，小売店の利益を守るために行われていると
考えられる。松下電器産業によるこの間接の取引拒絶は，取引先小売店か
らの廉売に関する苦情に対処して行われたものである。当時，バブル崩壊
後，家電製品の価格が低落傾向にあり，ディスカウントストア等で，松下
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製品を希望小売価格を大幅に下回る価格で販売することが常態化していた。
そのため，販売会社やショップ店（系列の小売店）などから，苦情が続出
し，松下電器は対応を迫られたのである３７。審決では，松下電器は，「取引
先小売店の経営の安定を図る等の観点から」このような行為を行ったと認
定されている。
●アルパイン事件
（平成１３年１月２３日勧告審決，審決集４７巻３３６頁）
本件は，違反行為を繰り返した事例である。アルパインは，カーオーデ
ィオなどを製造販売する事業者であるが，まず，平成３年に再販を行って
いる３８。これは，アルパインが，自ら製造するカーオーディオの小売価格
を維持させていたもので，一般指定１２項１号該当となった。その約１０年後，
今度は，カーオーディオ，カーナビゲーションシステム，これらに付随す
る製品の店頭や広告における価格表示を拘束し，一般指定１３項該当となっ
た。これが本件審決である。
今回の違反行為は，違反行為が小売業者からの苦情や要請から始まって
いる。アルパイン製品の広告や店頭における価格表示のほとんどは，アル
パインが提示する標準小売価格により表示されていた。ところが，平成８
年頃から，自動車用品小売業界に新規参入が増加するなどの事情により，
一部の小売業者が値引き販売を行うようになった。そのため，大手量販店
のチェーン本部やそれらの加盟小売業者などから，値引き表示を止めさせ
てほしい旨の苦情を受けたり，小売価格の低下に伴う利幅の減少を補填し
てほしい旨の要請を受けたりすることが多くなった。そこで，アルパイン
は，価格表示の拘束を行ったのである。
違反行為を繰り返した事例として，前述のジェイフォンの例がある。ジ
ェイフォンは，平成９年に再販について，平成１５年に価格表示の拘束につ
いて排除措置を命じられている。ジェイフォン事件の担当官解説は，アル
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パインの事件にも言及した後，「メーカーが再販売価格維持を取りやめて
も，取引先流通業者の側から末端価格の値崩れや安売り業者に係る苦情を
きっかけとして，メーカーがこれらに対処しようとする場合，価格表示へ
の関与につながりやすいことが分かる」と述べている３９。
●千年堂事件
（昭和６２年９月２１日警告）
本件は，警告の事例であるが，再販では製造業者と小売業者がともに不
安定な市場支配力を持つという説明に対する具体例として興味深いもので
あるので，ここで取り上げる。本件の検討は，担当官解説４０に基づくもの
である。千年堂は，せんねん灸という名称の間接灸を製造販売していたが，
当該商品の小売価格の低落を防ごうとした。
この事例においても，価格維持は，小売業者の利益を確保することが目
的であった。「せんねん灸は，昭和５８年に開始したテレビコマーシャル等
の効果もあってその知名度は高まっていたが」，昭和５９年頃から，一部の
小売業者が，顧客を引きつけるための目玉商品として廉売するようになっ
た。このような状況にあって，「千年堂は，一次卸売業者や小売業者から
せんねん灸の廉売防止対策を講じるよう要請を受けるように」なった。千
年堂は，次のような事態を危惧するに至った。「末端小売店による廉売行
為をこのまま放置すれば」価格競争が激化するであろう。さすれば，小売
店から「品揃えの必要のある商品として認められているものの」，「利益の
少ない商品として取り扱いを敬遠されるおそれがある」。そこで，千年堂
は，価格維持対策を行ったのである４１。
小売店から「品揃えの必要のある商品として認められている」ことから，
当該商品についてある程度の市場支配力があることが分かる。しかし，価
格競争によって廉売が進むと「利益の少ない商品として取り扱いを敬遠さ
れるおそれがある」。すなわち，小売業者に販売してもらうためには，一
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定程度の小売粗利益を約束する必要がある。本件再販は，そのためのもの
である。
この他に，安売り対策要請がある事例として，東北セルラー事件（平成
９年１１月５日勧告審決，審決集４４巻２７５頁）４２，日本水産事件（昭和３９年１１月
７日勧告審決，審決集１２巻１４６頁）４３，兼松事件（昭和４２年１月１６日勧告審
決，審決集１４巻５５頁）４４がある。他に，警告の事例であるが，日本電気事件
（昭和６３年７月４日警告）４５がある。
第４款 あらかじめ需要者の利益確保を図った事例
再販事件の中には，商品の需要者からの苦情をきっかけとするのではな
く，供給者が，自社の商品の利益が薄くなり需要者が自社製品を取り扱わ
なくなるのを防ぐために，始める場合がある。該当するものは４件ある。
このうち，需要者の利益確保が最も分かりやすいことから，サンデン事件
を取り上げる。また，異業種間競争が見て取れる山崎パン事件につても検
討する。
●サンデン事件
（平成１３年９月１３日勧告審決，審決集４８巻１９９頁）
これは，一般指定１２項１号及び２号該当の事例である。サンデンは，強
制排気方式の石油ストーブを，自ら又は卸売業者を通して小売業者に提供
している。サンデンは，北海道地区において，ゼータスという名のストー
ブの小売価格を拘束した。
本件の背景には，サンデンの石油ストーブの市場占有率が低下している
事実があった４６。サンデンのストーブは，量販店で安売りされることが常
態化し，他の小売店はこれに対抗して販売価格を下げたので，利益の出な
い商品となり，取扱業者のサンデン離れが進んだのである。当時，サンデ
190
ンのストーブ部門の採算は悪化していた。この状況を克服するために，平
成１２年１月から販売を開始したゼータスを，高付加価値の主力商品として，
サンデンが定める価格で販売させようとしたのである。ゼータスには，従
来の商品に比べて，薄型であること，暖房効果が優れていることなどの新
規性があった。サンデンは，取引をする代理店を大幅に絞り込み，この代
理店に，取引先小売業者の指導などを行わせた。
本件では，小売店が他の小売店の安売りについてサンデンに苦情を言っ
たという認定はない。従来商品が，価格の低下により取扱業者が減少して
しまったので，新製品では，同じ轍を踏まないために，あらかじめ小売店
の利益確保を図ったものと理解できる。
上記のように，サンデンと小売業者が利益を共有する形になっている。
サンデンは，北海道地区では，強制排気方式石油ストーブの有力な事業者
と認定されているが，価格が下がると小売店に販売してもらえないことか
ら，市場支配力は安定してものではないことが分かる。本件でも，家電量
販店による安売りが他の小売店のサンデン離れの原因となっており，再販
は，量販店の安売りを防ぐことが主たる目的となっている。本件再販は，
サンデン製品の販売における小売店の粗利益を確保するという形で，小売
店に利益を与え，サンデンの製品を取り扱うよう仕向けたものである。
●山崎製パン事件
（昭和６０年５月１５日勧告審決，審決集３２巻７頁）
本件は，パン（食パン及び菓子パン）の製造業者である山崎製パンと関
西ヤマザキ（以下，山崎製パンら）による再販事件である（一般指定１２項
１号該当）。この事件は，小売店全体ではなく，量販店に対して再販を行
った事例である。また本件は，異業種間競争によって説明できる事例であ
る。
「山崎製パンらの取引先小売店のうち，一般店は，パンについてはおお
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むね，専売店化されて，『ヤマザキパン』の看板を掲げている。このため，
ヤマザキ製品の安売り志向はみられず，標準小売価格が維持されている状
況にある。パンの小売業界では，他の大手メーカーの場合も，一般店が専
売店化されているのが一般的のようである。」「これに対し，大，中小規模
の量販店は，仕入れ条件を有利にする等の必要から，一般に複数のメーカ
ーの製品を取り扱う併売政策をとるとともに，廉売による販売促進をはか
っている」。小規模の量販店には専売店もあるが，「安売り志向であり，ヤ
マザキ製品を廉売の対象としていた。」「このような量販店の廉売により，
その周辺の一般店とのトラブルが頻発」した。そのため，山崎製パンらは，
量販店の廉売が一般店に影響を及ぼすのを防ぐため，量販店に価格を維持
させる方針をとった４７。
ここには，一般店と新たに台頭してきた量販店との異業種間競争がある。
量販店が廉売を行えば一般店の売り上げは低下する。当時，山崎製パンら
の取引高は，一般店が８割，量販店が２割であった４８。山崎製パンらは，
当然，８割を占める一般店に配慮した行動をとることになる。一般店の利
益を守るためには，量販店の廉売を抑えなければならない。本件では，山
崎製パンらは，標準小売価格で販売することに同意した量販店とのみ取引
を開始しており，量販店が廉売を行った場合には，止めるよう指示や警告
を出している４９。
ほかに，需要者の利益を確保したものとして，ウエルネット事件（平成
１２年１月２１日勧告審決，審決集４６巻３８６頁）５０，グリーングループ事件（平
成１６年６月１４日勧告審決，審決集５１巻４６３頁）５１がある。
第４節 昭和２０～４０年代の状況
前節で取り上げた協調型の事例は，平成に入ってからの事件が多い。こ
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こから，縦の協調関係にある再販というのは，比較的新しい現象であるよ
うな印象を受けるであろう。また，ハーゲンダッツジャパン事件の担当官
解説は，近年の経済状況として，大手量販店の成長などにより，製造業者
や卸売業者の小売業者に対する影響力が相対的に弱まっていることを指摘
している。このため，「流通業者に対して出荷停止やリベートの削減等の
一方的な不利益措置の実施を実効性確保手段とする再販売価格維持行為は
（中略）難しい状況となっている」という。
しかし，商品の供給側と需要側の協調関係は，最近に限ったことではな
いと思われる。再販には小売業者が積極的にかかわっていることを指摘し
た前記江上論文は，昭和３４年のものであるし，再販について同様の見解を
示した鈴木論文が昭和４９年に出ている５２。本節では，審決の検討から，比
較的旧い時期にも縦の協調的な関係が存在したことを示す。取り上げるの
は，昭和２０年代から４０年代の事件である。この期間における不公正な取引
方法とされた協調型再販の事件は，昭和３９年の日本水産事件と昭和４２年の
兼松事件との２件と少ない。だが，この時期に，水平的な合意と再販売価
格の拘束が組み合わされた事例が幾つもあり，その中には，再販を課す側
である商品供給者と需要者が利益を分け合う関係にあるものが含まれてい
る。そのような事例は５件あり，いずれも，商品の供給を受ける側が，供
給する側に働きかけて再販を行わせたものである。
再販売価格の維持において水平的な合意がなされているのは，まだ独禁
法が十分に周知されていなかったことが一因と思われる。
本節では，５件の中から特に，事実関係が比較的詳しく分かる家庭電気
器具市場安定協議会事件と大阪府薬業協同組合事件について見ることにす
る。
●家庭電気器具市場安定協議会事件
（昭和３２年１０月１７日勧告審決，審決集９巻１１頁）
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本件は，家庭用電気器具の製造業者，卸売業者および小売業者が共同し
て，製品の卸売価格と小売価格の維持を図ったものである。製造業者の側
にも流通業者の側にも，再販売価格を維持したい事情があった。価格維持
を主導しているのは，流通業者のほうである。
製造業者が再販を行う事情は，次のようなものであった。当時，テレビ
や洗濯機などの高額商品の供給が伸びていた。製造業者は，販路拡大のた
め，販売業者の誘因手段として，様々な方策を講じたが，その一つとして，
利幅の大きな再販売価格を指示することを行った。
他方，流通業者のほうには，激化する販売競争を緩和させたいという思
惑があった。競争が激しくなった原因としたは，製造業者が，販路拡大
のため，再販と併せて，卸売業者や小売業者に対して販売奨励金など様々
な優遇措置を講じていたこと，製造業者が，消費組合などにも販売した
こと，卸売業者が，消費者に直接販売して現金を回収するようになった
ことなどがある。更に，重電機製造業者が弱電部門に参入し，家庭用電気
器具を生産し始め，小売業者への売り込みが更に活発になった。
このような事情のもと，百貨店による安売りを契機として，製造業者，
全国ラジオ電気組合連合会（以下，全ラ連）および百貨店の間で，小売価
格についての価格協定が結ばれるのである。全ラ連は，家庭用電気器具の
小売業者の組合と卸売業者の組合を会員とする事業者団体である。その後，
価格維持の実効性をより確かにするために，家庭電気器具市場安定協議会
（以下，市安協）が設立される。市安協は，松下電器産業など家庭用電気
器具の製造業者１５社と東芝商事からなる事業者団体である。
市安協は，販売先の制限，小売業者や卸売業者が製品を販売するときの
利幅や歩戻しの率など価格維持のために各事業者が行うべき内容を決定し，
実施しており（８条１項４号違反），また会員各社に指示価格を守らない
卸売業者や小売業者への供給を拒絶させた（８条１項５号違反）。全ラ連
は，市安協を通じて，市安協会員に，指示価格を守らない卸売業者や小売
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業者に対して出荷を停止させた（８条１項５号違反）。
本件でも，異業種間競争が見て取れる。本件価格協定の発端となったの
は，百貨店による家庭用電気器具の安売りに全ラ連が反発したことである。
小規模小売店と百貨店という形態の異なる小売業者間の利害の対立がある
と思われる。更に，この事件では，一部の卸売業者が家電製品の小売に進
出しており，これが小売店との摩擦を引き起こしている。これも，もう一
つの異業種間競争と言えよう。
●大阪府薬業協同組合連合会事件
（昭和３４年８月１２日不問処分とする決定）
この事例は，大阪府内の医薬品小売業者の団体である大阪府薬業協同組
合連合会（以下，連合会）が，医薬品の安売業者とそこに商品を納入する
卸売業者との取引を中止させようとしたものである。本件の事実関係等は，
担当官解説５３に基づくものである。これは，間接的な取引拒絶の事例であ
るが（小売業者の事業者団体によるものなので，８条１項５号に違反する
か否かが問われる），安売店５４の低価格販売を止めさせるためのものなので，
実質的な再販と言える。
医薬品の安売店は，前身が現金問屋である。現金問屋は，現金仕入，現
金販売を建前とする。製造業者とは取引関係になく，不特定の卸売業者か
ら安価に医薬品を仕入れ，小売店や病院などに低価格で供給していた。そ
の後，店頭販売を始め，これを拡大してゆき，安売店に転化していった５５。
安売店の出現により，一般の医薬品小売業者は打撃を受けた。そのため，
大阪市北区の薬業協同組合は，医薬品の主要製造業者１５社に対して，安売
店に対して早急に対策を講じるよう強く要請した。これが直接の契機とな
って，大阪府下における医薬品販売に関する諸問題を協議するため，連合
会，大阪府医薬品卸業協会および製造業者１５社の各代表による「三者協議
会」という機関が設立された５６。
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三者協議会による安売店対策としては，地方の特約店に対して，安売
店への製品の供給を中止するよう要請する，流通経路確認のため，製品
に番号を付ける，製造業者が，新聞広告に「信用を重んじる薬局は正価
販売をします」という趣旨の文言を入れるなどがある５７。
連合会が中心となり，製造業者と卸売業者が協力して，種々の安売店対
策が講じられたが，実際には，十分な成果が上がらなかったようである５８。
この事案は，スタイナーによる垂直的制限の説明に当てはまるものであ
る。まず，異業種間競争が見られる。医薬品の小売分野に安売店という新
しい形態の業者が出現し，それ以前からある小売業者が収益をあげること
が難しくなっている。安売店の小売価格は定価の３割引程度で，粗利益は
販売価格の５パーセント程度である５９。これに対して，旧来の小売店は，
定価で販売しており，粗利益は定価の３０パーセントである。安売店は，一
つあたりの粗利益が小さくても，大量に販売することにより利益を上げる
構造になっている。旧来の医薬品小売店の１日あたりの売り上げが８０００円
程度（推定）のところ，安売店の中で売り上げの大きなものは，１日あた
り１００万円程度である。
このように，経営を圧迫された古い形態の小売業者が，製造業者などの
協力を得て，新しい形態の小売業者の低価格販売を押さえようとしたのが，
この事例である。しかし，本件は，実際に卸売業者に安売店との取引を止
めさせた事実を認定するのに十分な証拠を集めることができず，不問処分
となった６０。
その他に縦の協調的な関係を含むカルテルとしては，中山太陽堂事件（昭
和２６年３月１５日同意審決，審決集２巻２５５頁）６１，修理用自動車硝子事件（昭
和４２年１２月１１日勧告審決，審決集１４巻７９頁）６２，大阪醤油卸協同組合事件（昭
和４３年８月１０日勧告審決，審決集１５巻３６頁）６３がある。
付言すると，これらの事例は，流通業者の事業者団体の重要性を示唆す
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るものであろう。例えば，製造業者が小売業者の販売価格を拘束する場合，
一般指定１２項では，製造業者と小売業者の縦の関係に焦点が当たり，小売
業者間のつながりには目が向かないことが多い。しかし，小売業者は，バ
ラバラに存在しているとは限らない。事業者団体に加入する形でつながり
を作っている場合がある。小売業者が事業者団体を作っている場合，再販
の規制をする際に，その事実を意識する必要があろう。
第５節 協調型再販の規制
第１款 合意による「拘束」
以上見てきたように，審決の分析から，再販の中には，協調型の再販が
相当数含まれている。再販における商品供給者と需要者の協調関係は，比
較的旧い時期から存在することも明らかとなった。従って，一般指定１２項
を用いて再販を規制する場合，協調型が相当数存在することを念頭に置い
た法の適用が必要となる。
これまでは，基本的には，商品の供給者から需要者への拘束に関心が払
われてきた。大半の審決では，需要者の関与は，受動的な側面が記述され
るに留まる。最近の審決には，需要者が，自己の利益に適うとして供給者
の要請を受け入れたと認定されたものも現れているか，このような能動的
関与を明示するものはまだ少ない。このような状態では，協調型の再販を
効果的に規制することはできない。
一般指定１２項によって協調型の再販をより効果的に規制するためには，
需要者の能動的関与を明確にする必要がある。即ち，実態として，商品の
供給者と需要者の利益が一致してなされた再販については，できる限り両
者の間に合意があると捉え，これに基づいて一般指定１２項の「拘束」を認
定すべきである。
商品の供給者と需要者の間に合意がある場合，一般指定１２項の「拘束」
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の要件を満たすことは，裁判所も認めている。「拘束」の意味は，和光堂
事件の最高裁判決６４で示されている。これは，旧一般指定８における「拘
束」の意味が争われた事件であるが，その射程は，現行の一般指定１２項の
「拘束」にも及んでいる。この判決で最高裁は，「『拘束』があるというた
めには，必ずしもその取引条件に従うことが契約上の義務として定められ
ていることを要せず，それに従わない場合に経済上なんらかの不利益を伴
うことにより現実にその実効性が確保されていれば足りるものと解すべき
である」と述べた。この判決は，経済的不利益を伴う場合に「拘束」に当
たることを明らかにしたものであるが，「契約上の義務として定められて
いることを要せず」とあるように，再販契約がある場合は，「拘束」の存
在が認められることを当然の前提としているのである。
公取委の流通・取引慣行ガイドラインでも，一般指定１２項の「拘束」に
当たる場合として，供給者と需要者の間に再販の合意がある場合を挙げて
いる。
合意をもって「拘束」とすべしとの主張には，次のような疑問が生じ得
よう。一つは，合意を捉えなくても，協調型再販に一般指定１２項の適用は
できるということである。現に，本稿で取り上げた審決では，協調型再販
を違法としている。二つ目は，一般指定１２項は，商品の需要者には適用さ
れないことである。合意をもって「拘束」としても，需要者に排除措置を
命じることはできない。
しかし，一般指定１２項の適用において合意の存在を明らかにすることに
は，意義がある。その理由は，二つある。一つは，商品需要者に排除措置
を命じることはできなくても，以後同様の行為をしないよう公取委が行政
指導をすることはできると考えられることである。公取委は，既に「警告」
や「注意」という名称の行政指導を行っている。これは，違反行為者とな
りうる者に対して行うものである。協調型再販における需要者は，これら
行政指導の対象とはならないが，違法な行為を助けた又は違法な行為に協
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力したのであるから，これを止めるよう公取が指導することは許されよう。
このような行政指導ができれば，以後，同様の行為をすることをある程度
抑えることができるであろう。理由の第二は，企業の社会的評判に係わる
ものである。審決に，単なる拘束を受けた相手として記述されれば，被害
者のように見える。他方，再販という違法行為に協力した事業者として記
述されれば，企業の社会的評判にある程度の悪い影響を与えることになる
と思われる。これも，違法行為を抑止する幾ばくかの力になるのではなか
ろうか。
以上の議論は，一般指定１３項によって価格表示の拘束など実質的な再販
を規制する場合にも，当てはまるものである。１３項は，商品の需要者から
供給者への拘束にも適用できるが，一回の適用で供給者から需要者への拘
束とその反対方向の拘束の両方を捉えることには無理があろう。やはり，
供給者から需要者への拘束に１３項を適用することになる。
以下では，縦の協調的な関係が見られる場合，合意をもって「拘束」と
すべきとの立場から，第３節の各類型について，問題点とその解消方法に
ついて論ずる。
第２款 要請受入がある事例について
要請受入がある事例は３件であるが，これらについては，審決が，商品
需要者の能動的関与の事実を認定していることは評価できる。しかし，審
決では，合意，意思の連絡などの表現は用いていない。担当官解説を併せ
て考えると，公取は，合意をもって「拘束」を認定することに，非常に慎
重であるように見える。今後は，合意であることをより明確に表現するこ
とが望まれる。
松下エレクトロニクス事件の審決では，広域量販店は「同要請を受け入
れ（中略）る状況にあった」と，表現が控えめである。これは，立証の問
題と関係があることが推測される。この事件では，松下 ECが価格表示に
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関する要請を行った事実と量販店がその要請を受け入れた事実の他に，個
別の是正行為があった事実が加えられている。立証に必要な証拠として，
要請を受け入れたことだけでは足りず，是正措置を講じたことを加えなけ
ればならなかった。担当官解説によると，当該事件の合意は口頭のもので
あることから，合意か「単なる希望の表明と事実上の遵守」か区別が難し
いため，「個別の是正行為を認定することにより，ある程度明確な合意（実
効性の伴う合意）が成立していることを示す」ことによって「合意の存在
の立証を補強している」のである６５。このような事情により，合意である
旨の表現が弱まったのかもしれない。しかし，上記のような事情があって
も，松下 ECと広域量販店の行為は合意に当たることを明示することはで
きるのではなかろうか。
ジェイフォン事件では，合意の存在がより分かりにくくなっている。ジ
ェイフォン事件では，ジェイフォンの価格表示に関する要請があった事実，
代理店等の要請受入があった事実，及び個別の是正措置があった事実が認
定されている。松下エレクトロニクス事件審決と形は同じであり，縦の合
意を認めたものと解することができる。しかし，審決のみならず，担当官
解説にも，合意の事例であるとは書かれていない。当該事件の担当官解説
は，松下エレクトロニクス事件の担当官解説を引用もしており，その他の
記述からも，同解説と同趣旨と解して良いと思われるが，合意か否かには
あまり関心がないように見える。
第３款 利益供与がある事例について
利益供与がある事例については，商品の供給者と，供給者から利益の供
与を受け再販への協力を行った需要者との間に，合意を認めるべきである。
公取委は，小売業者への利益供与を，経済上の不利益等による実効性確
保手段と位置づけている。流通・取引慣行ガイドラインでは，一般指定１２
項の「拘束」を，「メーカーの何らかの人為的手段によって，流通業者が
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メーカーの示した価格で販売することについての実効性が確保されてい
る」ことであるとしている。更に，実効性が確保されていると判断される
場合として，主として次の二つ挙げている。第一は，メーカーと流通業者
の間に再販の合意がある場合（合意によって，メーカーの示した価格で販
売するようにさせている場合），第二は，メーカーの示した価格で販売し
ない場合に経済上の不利益を課す場合である。そして，利益供与は，後者
の不利益を課す場合に分類されている６６。ガイドラインの解説では，指示
価格を守って販売すれば経済上の利益を供与することは，守らなければ利
益の供与が受けられない，すなわち不利益になるということで，利益供与
と不利益は「実質は同様」であると説明されている６７。資生堂事件以下，
利益供与がある事例は，この考え方に従って処理されている。
しかし，一定の利益を供与することの見返りに再販への協力を取り付け
る場合，再販について合意があると捉えた方が実態に合っているのではな
かろうか。ガイドラインの記述は，払込制のような状況を念頭に置いたも
のであると思われる。例えば，製造業者から小売業者への出荷価格が小売
価格とほとんど変わらない場合，割戻金は，実質的に小売業者に指示価格
での販売を強制する手段となるであろう。しかし，資生堂事件などにおけ
る利益供与は，払込制のような事例とは状況が異なる。小売店側が一定の
交渉力を有しているが故に，利益供与により再販への協力を取り付けたも
のである。従って，これらの事例は，商品の供給側と需要側の間に再販の
合意があると理解するべきである。
ハーゲンダッツジャパン事件を見ると，交渉力の強い大手量販店が，ハ
ーゲンダッツジャパンからの利益供与がなくなることをおそれて指示価格
を守ったと捉えるのは，実態に合っていないと言えよう。ハーゲンダッツ
ジャパンと大手量販店の間に，再販の合意があると見る方が素直である。
資生堂事件も，相手は大手量販店である。担当官解説では，資生堂が優
位にあることが記されているが，合意であることを否定するものではない。
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資生堂の優位を示すものは，大手量販店は，「資生堂化粧品の販売に当た
っては，美容部員の派遣を受けているなど資生堂に依存して」いること，
及び仕入れ先が資生堂の販社の１支店に限定され他の仕入れ先がないので，
「商品の円滑な供給を受けるためには資生堂の意向を無視できない立場に
ある」ことである６８。審決にも，「商品の円滑な供給が受けられないことの
懸念から」資生堂の要請を受け入れた旨の事実が認定されている。しかし，
上記の事情は，資生堂と量販店の間に合意があるとすることの妨げにはな
らないと考える。大手量販店に対して利益供与を行ったのは，出荷停止な
どの経済的不利益を課す方法だけでは，大手量販店に価格維持をさせるこ
とが難しいゆえであろう。また，資生堂化粧品の売り上げの上位５位は，
いずれも大手量販店である６９。資生堂にとっても量販店は重要な販路であ
るはずである。従って，資生堂は大手量販店と再販について合意したと捉
えるのが実態に合っている７０。
第４款 需要者からの安売り対策要請がある事例について
商品の需要者からの安売り対策要請に応えて，供給者が再販を行った場
合も，縦の合意と捉えることが必要である。そして，その合意に含まれる
供給者から需要者への拘束条件をもって「拘束」とするのがよい。
例えば，ある製品を量販店がメーカー希望小売価格を大幅に下回る価格
で販売しているときに，小規模な小売業者が，製造業者に，量販店がメー
カー希望小売価格以下で販売するのを止めさせてほしいと要請し，製造業
者がこれに応えて，メーカー希望小売価格で小売業者に販売させるという
再販を行ったとする。この場合，製造業者と安売り対策を要請した小売業
者の間には，再販の合意があると言えよう。ここに一般指定１２項を適用す
る場合，製造業者から小売業者への拘束は，合意の一部である。量販店は，
安売りにより小規模小売店の顧客を引き寄せることができるので，再販を
望んでいない。従って，量販店に対しては，経済的不利益に基づく「拘束」
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が課されていることになる。同一の再販事件で，小売業者によって異なる
内容の拘束が認められることになるが，法適用として妥当なものであろう。
安売り対策要請がある場合でも，常に明示の合意が認められるとは考え
られない。上記のように，小売業者が要請した対策の内容が，再販の実施
を求めていることが明確であれば，対策を要請した小売業者と製造業者と
の間に明示の合意を認めることができる。しかし，安売りを止めさせてほ
しいと言っているが，再販の実施を明示して求めているわけではない場合，
再販についての明示の合意があると認定できるか否かは，判断が分かれる
ところであろう。
しかし，再販を明示して要請していない場合でも，対策要請をした小売
業者が，製造業者が指示した価格で販売していれば，合意を認定してよい
と考える。再販の合意は，黙示のものでもよいことは，既に学説によって
主張されているところである。これは，不当な取引制限における合意の理
解と整合するものである。２条６項には，「事業者が（中略）他の事業者
と共同して」いることが要件となっており，これは，事業者間に合意（明
示または黙示）があること，または意思の連絡があること言い換えること
ができる。この意思の連絡は，何らかの人為的要素によって，事業者が一
定の共通認識を形成することである。
このような意思の連絡の内容が，他の事業者の事業活動を制約する内容
のものである場合，そこに「拘束」が認められる。例えば，価格カルテル
の場合，意思の連絡は，「複数事業者間で相互に同内容又は同種の対価の
引き上げを実施することを認識ないし予測し，これと歩調をそろえる意思
があること」である。明示されている必要はなく，「相互に他の事業者の
対価の引き上げ行為を認識して，暗黙のうちに容認することで足りる」７１。
これが，事業者は一定の価格で対象商品を販売するという拘束を相互に課
しているのである。
再販における「拘束」も，同様に考えることができる。一般指定１２項の
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「拘束」は，独禁法２条９項４号の「拘束」を受けたものと考えられる。
同じ独禁法の条文にあって，あえて不当な取引制限の「拘束」と一般指定
のそれを異なる意味と考える理由はない。
先に示したような不当な取引制限における意思の連絡と「拘束」の考え
方を再販に当てはめると，次のようになる。製造業者と小売業者の意思の
連絡を考えると，製造業者は，小売業者が当該製造業者の製造した商品を
その指定した水準の価格で販売することを認識することであり，小売業者
は，製造業者が他の小売業者にも同一の価格で販売させることを認識し，
指定された水準の価格で販売する意思があることである７２。これを「拘束」
について見ると，製造業者から小売業者へは，製造業者が指定した価格で
販売するよう拘束するものであり，小売業者から製造業者へは，他の小売
業者も同一価格で販売させるよう拘束するものである。一般指定１２項では，
そのうち，製造業者から小売業者への拘束が対象となる。
第５款 あらかじめ需要者の利益確保を図った事例について
安売りが拡大すると商品の需要者から苦情が出ることを予想して，前も
って供給者が再販を行う状況では，合意を捉えることが難しくなる場合が
考えられる。しかし，できるかぎり合意を認定することが必要である。
このような場合は，供給者のほうから再販の話を切り出すことになる。
すると，製造業者が小売業者の販売価格を拘束する事例を考えると，合意
の認定は，次のようなものになろう。
第一は，製造業者と小売業者が特定の場所で一同に会し，その場で製造
業者が再販の要請をした場合である。小売業者がその場で再販の実行を承
諾すれば，合意があることは明らかである。その場では小売業者は明確な
意思表示をしなくても，その後，小売業者が，製造業者が指示した価格で
販売しているのであれば，製造業者と小売業者との間および小売業者間に
暗黙の合意があったと推認できる。この場合，小売業者が会合に集ってい
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るので，各小売業者が，他の小売業者も指示された価格で販売するであろ
うことを認識していたと推定できよう。
第二は，製造業者が，対象となるすべての小売業者に個別に再販を要請
する場合（電話連絡，文書の配布，営業担当者の訪問などの手段による）
である。製造業者が何からの実効性を確保する措置をとっていれば，「拘
束」は認定できる。しかし，製造業者が再販を受け入れた小売業者とのみ
取引を行うなど７３，小売業者が要請に関して承諾の意思表示をしたことを
示す証拠がなければ，合意の存在を認定することは困難であろう。
合意を認定しうる場合として一つ考えられるものは，再販要請後に，一
部の小売業者が，安売りをする店があるので止めさせてほしいと製造業者
に苦情を述べた場合である。この場合，当該小売業者は，再販に協力して
いるのであり，当該小売業者については，製造業者との間に合意があると
して良いと考える。従って，苦情を申し立てた小売業者に対する「拘束」
は，合意に基づくものとなる。もし，苦情の原因となった小売業者が，製
造業者による何らかの措置によって指示価格での販売を行うようになった
場合，この小売業者に対する「拘束」は，経済的不利益をもって強制する
ものである。
第６款 その他の問題
協調型の再販については，上記で論じたもの以外にも，検討すべき問題
が幾つか考えられる。以下では，それらを指摘するにとどめる。
第一は，立法論である。上で見たように，一般指定１２項を用いて協調型
再販を規制することには，限界がある。商品需要者に対して排除措置を命
じられないことから，協調型再販の効果的な規制のためには，立法により
対処する方法もある。不公正な取引方法の規定で再販を規制する場合に，
商品の需要者にも排除措置を命じることを可能にする条文を独占禁止法に
設けることが，検討されて良いのではなかろうか。
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第二に，公正競争阻害性の問題である。協調型再販の公正競争阻害性判
断は，従来の再販におけるものと同様でよいのかについても，今後検討す
る必要があろう７４。
第三は，２条５項および２条６項の適用問題である。協調型再販を，独
禁法で効果的に規制するためには，これらの条文を有効に活用することも
考えなければならない。従って，れらの規定の適用を可能にする法解釈を
研究することが必要である。私的独占では，商品供給者と一部の需要者の
結合として再販を捉えることが考えられる。不当な取引制限では，供給者
と需要者の共同行為として捉えることができる。再販を，私的独占として，
又は不当な取引制限として規制しようとする場合，一定の取引分野におけ
る競争の実質的制限をいかに考えるかという難しい問題がある。再販への
２条６項の適用については，土田論文において，多面的な検討がなされて
いる７５。しかし，更に議論を深める余地が残っていると考える。これらの
問題についても，今後の課題としたい。
１ 本稿では，単に再販売価格維持または再販と言う場合，最高販売価格を拘束する
ものを含まないこととする。
２ 第２節第１款を参照。
３ PSソフトのタイトルの９０パーセント以上は，ゲームソフト製造業者が開発したも
の。残りがソニーCEの自社開発。
４ 土田和博「再販売価格維持行為と不当な取引制限・再論」奥島孝康教授還暦記念
論文集編集委員会編『近代企業法の形成と展開：奥島孝康教授還暦記念第２巻』７４１
頁（成文堂，１９９９）〔７４２―７４３頁〕。
※以下，本稿における文献の引用では，書籍以外は，括弧を付けずに表記するペ
ージ番号は，引用論文の最初のページとし，〔 〕内に該当ページを表示する。
５ 例えば，根岸哲ほか『独占禁止法概説（第３版）』２６６―２６７頁（有斐閣，２００６）。他
に，白石忠志『独禁法講義（第３版）』１０４頁（有斐閣，２００５）など。
６ 野口文雄「再販売価格維持」矢部丈太郎ほか編著『流通問題と独占禁止法／１９９６
年度版』１００頁（国際商業出版，１９９６）〔１０３頁〕。江上勲「出版物の再販売価格維持
に関する独禁法違反事件について――商標品の一般的特質と独禁法との関係――」
公取１０２号６頁（１９５９）〔１０頁〕。鈴木正貢「日本光学工業ヤミ再販事件」公取２８４号３６
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頁（１９７４）〔３８頁〕。
７ 再販には押付型が多いとする見解として，正田彬『経済法講義』１５９頁（日本評論
社，１９９９）がある。同書には，販売価格の「拘束を条件として課すことができるの
は，行為者が取引の相手方に対して支配的ないしは優越的地位に立っていることが
前提となり，さらに行為者が市場において支配的なし優越的地位を有する場合に再
販売価格維持行為が実効性を持ちうる」とある。
８ 野口・前掲注（６）。
９ 江上・前掲注（６）。他に，鈴木・前掲注（６）には，「一般に生産者が販売店に再販売
価格維持の義務を負担させる直接の動機は，生産者側のイニシアティブによると言
うよりむしろ販売店自身の要請に基づく場合が多い」とある。
１０ Robert L. Steiner, The Nature of Vertical Restraints, 30 ANTITRUST BULL. 143, 164
(1985).(quoting, Ward S. Bowman, Jr., Resale Price Maintenance―A Monopoly Problem ,
25 JOURNAL OF BUSINESS141, 151(1952).)
１１ Id . at 151.
１２ Id . at 165.
１３ Id . at 152.（intertype competitionの用語は Joseph Palamauntainによる。）
１４ Id . at 152―54.
１５ Id . at 172.
１６ Id . at 160―61.
１７ Robert L. Steiner, How Manufacturers Deal with the Price―Cutting Retailer : When
Are Vertical Restraints Efficient ? 65 ANTITRUST L. J. 407, 407(1997).
１８ Steiner, supra note 10, at 174―78.
１９ Steiner, supra note 17, at 413.
２０ アメリカにおいて，ロバート・スタイナーの研究は，従来，必ずしも十分にその
意義が認識されていたわけではなかった。しかし，近年，経済学者や反トラスト政
策の立案者は，流通部門についてより詳細な研究を始めており，このような流れの
中でスタイナーの研究も注目されるようになっているという。２００４年６月には，アメ
リカ反トラスト協会の円卓会議が開かれ，ここで反トラスト政策におけるスタイナ
ーの業績の含意について議論がなされた。その内容は，雑誌Antitrust Bulletinで特集
という形で公表された（Gregory T. Gundlach & Alnert A. Foer, Combining Horizonal
and Vertical Analysis in Antitrust : The American Antitrust Institute’s Roundtable on the
Implications of the Work of Robert L. Steiner , 49 ANTITRUST BULL. 821, 823, 826(2004).)。
２１ Steiner, supra note１0, at 143. Robert L. Steiner, RPM, Distribution Restraints, and the
Growth of Discounting : The Importance Vertical Competition , 15 ANTITRUST L. & ECO.
REV. 73, 74, 75(1984).
２２ 厚谷襄児『独占禁止法論集』１４１―１５０頁（有斐閣，１９９９）では，審決の中で，再販
売価格の拘束を行う事業者が，流通業者を集め会合を開き，再販の趣旨説明等を行
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っている事例について検討し，違反事業者が一方的に価格遵守を押し付けるのでは
なく，流通業者の協力を取り付ける必要があったものと推定している。
２３ 松下製品の販売高は，広域量販店２５％，地域量販店１５％，系列小売店６０％である。
２４ 楢崎憲安「不公正な取引方法における拘束性のとらえ方について――家電製品の
価格表示の制限事件の解説」公取５１１号６０頁（１９９３）〔６０頁〕。土田和博「垂直的価格
制限と日米の独禁法」経済法学会年報３７号９１頁（１９９４）〔１０１頁〕，及び本田直志「価
格表示制限の公正競争阻害性と取引の拘束」平成５年度重要判例解説（ジュリ１０４６
号）２５３頁（１９９４）〔２５４頁〕および村上政博『独占禁止法（第２版）』２０４頁（弘文堂，２０００）
も同様の理解を示す。
２５ 参考価格は，希望小売価格とは別に，松下電器が，製品毎に，実勢小売価格を想
定して定めた価格で，希望小売価格の１０％引き程度のものであった。
２６ 楢崎・前掲注（２４）６３―６４頁。
２７ 菅原辰男「ジェイフォン株式会社による独占禁止法違反事件について」公取６３７号
１００頁（２００３）〔１０４頁〕。
２８ 審決では，「ジェイフォンは（中略）手数料を縮減して自社の営業費用の低減を図
る」に伴い，「小売価格の水準を引き上げて取引先代理店の利益を確保するとの方針
を定め」たとある。
２９ 日立家電は，日立製作所及びその関連会社が製造した家電製品を，一手に販売す
る卸売業者である。量販店に一定水準以下での価格表示をしないようにさせていた
（一般指定１３項該当）。日立家電は，商談のときなどに，カラーテレビやエアコンな
ど５品目について，広告などにおいて，同社が定めた市場想定価格と称する価格以
下での表示をしないよう，量販店に要請し，量販店は，「市場想定価格での価格表示
が定着すれば，実勢小売価格の安定が図られ，自己の利益に資するところから，お
おむね，同要請を受け入れる状況にあった」。更に，個別の是正措置もとられている。
同日に更に家電卸売業者による価格表示の拘束に関する２件の勧告審決がなされ
ている。東芝東日本ライフエレクトロニクス事件（審決集３９巻２５１頁）とソニーネッ
トワーク販売事件（審決集３９巻３４６頁）である。しかし，これらの事件では，小売業
者による要請受入の事実は認定されていない。
３０ この事件では，資生堂は，指定再販制度が適用されない生協に対して，指定再販
商品の小売価格を維持するようにさせている。資生堂自身は，生協と再販契約を締
結できないので，販売会社を通して，生協の役員などの個人や関連法人を名義人と
して，実質的に生協と再販契約を締結していた。
３１ 石本将之ほか「ハーゲンダッツジャパン株式会社の独占禁止法違反事件」公取５６２
号７４頁（１９９７）。
３２ 石本・前掲７７頁。
３３ 石本・前掲７６頁。
３４ 日本移動通信（以下，IDO）は，携帯電話の電気通信役務を提供すると共に，自社
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の商標を付した携帯電話を販売している。IDOは，家電製造業者等から新方式の携
帯電話 cdmaOneの供給を受け，大半を統括代理店を通して消費者へ，または更に取
次店を通して消費者に販売される。本件は，消費者への販売価格を拘束したもので
ある（一般指定１２項１号及び２号該当）。
この事件でも，IDOが，販売業者の協力を得るために再販を用いたことが分かる。
背景事情の一つとして，従来，統括代理店に販売奨励金を支払っていたが，これが
利益の減少を招き，経営を大きく圧迫していたので，平成１１年４月から販売の
cdmaOneについては，販売奨励金の支出を抑制し，販売費用の軽減を図ろうとした
ことがある（杉浦正昭ほか「日本移動通信株式会社による独占禁止法違反事件につ
いて」公取５９４号６８頁（２０００）〔６９―７０頁〕）。ここから，IDOは，販売奨励金を削減す
る埋め合わせとして再販によって小売粗利益を確保させようとしたことが読みとれ
る。更に同社は，指示価格を守って販売した販売店に「特別インセンティブ」と称
する販売奨励金を新たに導入した（杉浦ほか・前掲７２頁）。これは，IDOが一方的に
再販を強制することが難しいことを示している。
３５ 斉藤修ほか「スキューバプロ・アジア株式会社による独占禁止法違反事件につい
て」公取６２８号９６頁（２００３）〔１００頁〕。
３６ 斉藤ほか・前掲。
３７ 伴伸宏ほか「松下電器産業株式会社による独占禁止法違反事件について」公取６１２
号７０頁（２００１）〔７１頁〕。
３８ 平成３年４月２５日勧告審決，審決集３８巻６０頁。
３９ 菅原・前掲注（２７）１０３頁。
４０ 神田高年「（株）千年堂の再販売価格拘束事件」公正取引４４６号６０頁（１９８７）。
４１ 神田・前掲６１頁。
この事件では，千年堂が，一次卸売業者に対して基本方針を示し，その遵守を求
めている。当該基本方針には，一次卸売業者の販売価格の拘束のほか，一次卸
売業者に二次卸業者や小売業者の販売価格を拘束させること，広告における価格
表示の拘束，および一次卸売業者に対するせんねん灸の類似品取り扱い禁止が含
まれていた。（神田・前掲）
本件が警告に留まった理由は，「千年堂が一次卸売業者に要請していた基本方
針をすでに破棄しているとともに，一次卸売業者にその旨を速やかに通知していた
こと」，および「競合品の取り扱いの禁止については，一次卸売業者が競合品を取
り扱っており，実効性が伴っていなかったこと」にあるようである（神田・前掲６３
頁）。
４２ 東北セルラーは，セルラーブランドの携帯電話を代理店に販売し，代理店は直接
又は取扱店を通して，消費者に販売している。東北セルラーは，代理店や取扱店の
広告などにおける価格表示を，同社が指定した価格で表示させるようにしていた（一
般指定１３項該当）。本件も，小売業者の利益確保を目的としていることが分かる。携
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帯電話は，通話料の値下げや性能の向上などにより，加入者が大幅に増加したが，
他方で，家電量販店を中心にセルラーブランド電話機の安売りが行われるようにな
った。これに伴い，東北セルラーは，一般代理店から，利益が減少したなどの苦情
を受け，安売りへの対応策をとるよう要請を受けるようになった。これに対処して
なされたのが，本件の価格表示の拘束である（横田裕昭「東北セルラー電話株式会
社による独占禁止法違反事件について」公取５６７号７５頁（１９９８））。
４３ 日本水産（以下，日水）は，魚肉ハム・ソーセージを製造販売していたところ，
尾道乾物が，岡山県大量仕入機構協同組合（岡山県下の食料品，衣料品などの小売
店約２６７０名が加盟。以下，大量仕入組合。）に，日水が製造する魚肉ハム・ソーセー
ジを，日水の指示する標準卸売価格を相当下回る価格で納入し，組合は標準卸売価
格を相当下回る価格で，組合員小売業者に販売した。その結果，日水製品の他の卸
売業者が，岡山県下の小売業者から値引きを要求された。これに対して，岡山県下
の日水製品の卸売業者が，日水に善処を要請したのもである。
これを受けて日水は，岡山県とその隣接する県の日水製品卸売業者に対して，大
量仕入組合には日水製品を納入しないよう指示を出し，違反者には出荷規制を行う
と告げ，製品の外箱に番号を付け，商品の流通経路を追跡できるようにした。これ
により，尾道乾物は，大量納入組合への納入を停止した（旧一般指定８号該当）。大
量仕入組合への出荷を止めさせたのは，日水の指示した標準卸売価格よりも安い価
格で販売したためであるから，実質的には再販である（参照，河村穣「日本水産に
対する勧告事件」公取１７１号３３頁（１９６４）〔３５頁〕）。
この事例では，卸売業者の異業種間競争が見られる。日水は，大量仕入組合より
も相対的に効率性の低い卸売業者の利益を確保するために，拘束条件を付けた取引
を行ったのである。卸売業者の要請に応えたのは，大量仕入組合の日水製品取扱量
よりも，他の卸売業者の取扱量のほうが多いためであると推測される。
４４ 兼松は，ニチボーが製造する毛糸（以下，ニチボー毛糸）を一手に販売している。
昭和３４年頃，国鉄共済組合四国支部（以下，国鉄物資部）がニチボー毛糸を廉価で
供給していることについて，四国地区内にある手編毛糸販売業者から，兼松に対し
て，対策の要望があった。そこで，兼松は，四国地区内のニチボー毛糸卸売業者全
員に対し，国鉄物資部その他の職域団体，生活協同組合等へのニチボー毛糸の納入
を行わないこと，及び取引先の手編毛糸販売業者にそのような団体に納入をさせな
いことを指示した。その結果，卸売業者である大阪大同毛糸は，国鉄物資部にニチ
ボー毛糸を納入しようとした木口商会との取引を停止した（旧一般指定８号該当）。
廉売を防ぐために，廉売業者への製品供給を止める行為であるから，実質的には再
販である。
この事件でも，価格維持を要求しているのは，流通の下流にいる販売業者である。
兼松は，ニチボー毛糸を販売するためには，販売業者にある程度の利益を保証して，
販売業者の協力を得る必要があったのであろう。
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この事例では，異業種間競争もあると思われる。職域団体や生協等と販売業者の
間の競争である。職域団体等が毛糸を安く販売できるのは，販売業者と販売に係る
費用の構造が異なるためである。
４５ 本件の検討は，担当官解説（渡辺健一ほか「日本電気（株）の再販売価格拘束事
件」公取４５４号９０頁（１９８８））に基づくものである。パソコンの在庫が増加したため，
安売店や通信販売業者により「大幅な値引き販売が各地で行われるようになった。」
このような状況に直面して，小売業者は，日本電気に対し，「パソコンは儲からない
のでその対策を講じてほしい」と要請するようになった。これを受けて，日本電気
は，メーカー仕切価格を引き下げ，小売業者の粗利益の増加を図るとともに，小売
価格の維持を小売店に要請したのである。
４６ 水平健一「サンデン株式会社による独占禁止法違反事件について」公取６１３号６６頁
（２００１）。
４７ 荒瀬寿彦「パンの再販売価格拘束事件」公取４１８号５２頁（１９８５）〔５４頁〕。（ヤマザ
キ製品は，毎日，小売業者の店舗に直接配送される。）
４８ 荒瀬・前掲。
４９ 価格維持への同意を条件に取引開始することは，主として大型量販店に対してな
されたもので，価格遵守の指示等は，主として中小規模の量販店に対してなされた
（荒瀬・前掲）。
５０ ウエルネットは，スウェーデン王国のファゲダーラ社から「TEMPUR」の商標を
付した枕を一手に輸入している豊田通商から一手に供給を受け，テンピュール安眠
枕として，小売業者に販売していた（卸売業者を通す経路もあり）。ウエルネットは，
小売業者にはテンピュール安眠枕を希望小売価格で販売するよう要請し，卸売業者
には，小売業者に同商品を希望小売価格で販売させるよう要請し，この要請を受け
入れた者とのみ取引を行った。廉売した小売業者には，自ら又は卸売業者を通じて，
価格遵守を要請した。また，価格維持要請に応じない一部の量販店に対しては，出
荷停止を行った（一般指定１２項１号および２号に該当）。
本件では，供給者であるウエルネットが，自発的に，一部の小売業者に十分な利
益を与えることを目的として，再販を行ったものと考えられる。ウエルネットは，
当初，テンピュール安眠枕を，百貨店などに卸していたが，徐々に一般消費者の間
に人気が高まってきたことなどから，取引先の拡大を図ることにした。しかし，ウ
エルネットは，この販路拡大により，廉売する小売業者が現れ，それまで希望小売
価格で販売していた百貨店などが，テンピュール安眠枕を取り扱わなくなることな
どを懸念した（担当官解説（吉原仁ほか「株式会社ウエルネットによる独占禁止法
違反事件について」公取５９５号５５頁（２０００）〔５６頁〕）によると，この他の再販の動機
として，介護ショップなどの取引先がテンピュール安眠枕以外の介護用品も取り
扱わなくなること，及びテンピュール安眠枕を高級品と位置づけているファンダ
ゲーラ社との取引に影響が出ることの二点に関する懸念が挙げられている）。
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５１ グリーングループは，「日田天領水」という商標を付したミネラルウォーターを販
売しいる。本件も，あらかじめ小売業者の利益確保を考慮して再販を行った事例で
あると思われる。グリーングループは，日田天領水を，発売当初，主に，直接消費
者に販売するほか，希望小売価格を下回ることの少ない小規模小売業者に販売して
いた。平成１４年以降，テレビ番組や雑誌などで取り上げられるようになり，人気が
急速に高まったことから，販売ルートの拡大を行った。その結果，希望小売価格を
下回る価格で販売する小売業者が現れるようになった。そのため，希望小売価格で
販売してきた小売業者の販売に影響が出ること等を懸念して，再販を行ったのであ
る（一般指定１２項１号及び２号該当）。
５２ 鈴木・前掲注（６）。注（９）も参照。
５３ 江上勲「関西における医薬品安売屋に関する独禁法違反被疑事件について」公取１０８
号１３頁（１９５９）。
５４ 担当官解説では「安売屋」（discount house）。
５５ 江上・前掲注（５３）１４頁。
５６ 江上・前掲。
５７ 江上・前掲。
５８ 江上・前掲。
５９ 江上・前掲１５頁。
６０ 江上・前掲。
６１ 被審人東京化粧品卸商協同組合（以下，卸協組）は，東京都における従業員２０人
以下の化粧品の有力卸売業者を組合員とするもので，中小企業等協同組合法に基づ
いて設立された団体であった。卸協組は，化粧品の製造販売又は販売を行う被審人
である事業者６社（以下，６社）及びその他の有力製造業者と協議して，製造業者
側の指示する卸売価格を組合員に守らせることについて，製造業者の協力を求めた。
大体の製造業者が賛同したので，卸協組は６社と個別に交渉し，卸協組は組合員
に６社の製品をその指示する価格で販売させる，及び協定に違反した組合員名を
契約の相手方（６社のいずれか）に通知するという内容の協定を結んだ。６社は，
この協定に基づき，違反者に対しては出荷制限又は出荷停止を行う旨を通告し，価
格維持を図っている（旧４条違反）。
６２ 修理用自動車硝子は，製造業者から指定特約店が購入し，これが修理用自動車硝
子販売業者（以下，販売業者）に販売し，ここから自動車部品店や自動車修理工場
に販売されていた。本件では，販売業者を会員とする東京都自動車硝子部会が主導
して，指定特約店及び製造業者との間に三者による価格協定がなされた。協定では，
次のような取り決めがなされた。製造業者は，指定特約店に対する販売価格を決
定する。指定特約店は，部会員に対する販売価格を東京部会と協議のうえ決定す
る。製造業者は，指定特約店以外の者には販売しない。指定特約店は，部会員
以外の者には販売しない。この協定に基づき，製造業者は，強化フロントガラスの
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指定特約店に対する販売価格を決定し，指定特約店は，部会員に対する販売価格を
決定した（製造業者と指定特約店は不当な取引制限，東京部会の行為は旧一般指定
１に該当）。これは，部会員の顧客が奪われ，販売価格が下落することを防ごうとし
たものである。
６３ スーパーマーケットが，五印（キッコーマン，ヤマサ，ヒゲタ，マルキン，ガシ
マル）の醤油を安売りしたので，小売業者の団体から大阪醤油卸協同組合（以下，
卸協祖）が，安売り防止策を講ずるよう要請された。卸協組は，組合員に，五印の
醤油を一定価格以下で販売する小売業者に対して，取引を中止することを決定し，
組合員に周知徹底させた（旧一般指定８号に該当する行為をさせ８条１項５号違反）。
本件の小売市場では，異業種間競争が行われていると思われる。審決には詳しい
事実認定はないので推測する以外ないが，本件の醤油小売業者というのは，個人経
営の小規模な小売業者であると思われる。これが，スーパーマーケットの安い価格
設定に対抗できず，卸売業者に助けを求めたということであろう。
６４ 最高裁昭和５０年７月１０日判決，民集２９巻６号８８８頁。
６５ 楢崎・前掲注（２４）６４頁。
６６ 公正取引委員会「流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針」第２部第１―２。
６７ 山田昭雄ほか『解説 流通・取引慣行に関する独占禁止法ガイドライン』１４４頁（商
事法務研究会，１９９１）。
６８ 長谷部元雄「資生堂の再販売価格維持事件について」公取５４４号６０頁（１９９６）〔６１
頁〕。
６９ 長谷部・前掲。
７０ 実方謙二『独占禁止法（第４版）』２７４頁（有斐閣，１９９８）は，資生堂事件は，暗
黙の合意による『拘束』の成立を認定した最初の事例とも評価できる」としている。
厚谷襄児『独占禁止法入門（第６版）』（日本経済新聞社，２００６）も，「『合意』によ
る拘束であると解され」るとしている。また，宮井雅明「暗黙の合意と利益供与に
よる拘束・生協への拘束〔資生堂事件〕」厚谷襄児ほか編『独占禁止法審決・判例百
選（第６版）』１６４頁（２００２）〔１６５頁〕は，資生堂事件の審決について，「相互拘束を
含むよう『拘束』概念を実質的に拡張したと評価しうるかもしれない」と述べてい
る。（再販の合意が暗黙のものでもよいことについては次の款を参照。）
７１ 東京高裁平成７年９月２５日判決，審決集４２巻３９３頁。
７２ 再販における相互拘束の内容については，土田和博「再販およびその補完行為規
制強化のための独禁法の解釈について」法経論集７４号１頁（１９９６）〔６頁〕を参照。
７３ ウエルネット事件がこの事例。要請を受け入れた卸売業者及び小売業者とのみ取
引を行った。（注（５０）を参照。）
７４ 参照，厚谷・前掲注（２２）。
７５ 土田・前掲注（４）および前掲注（７２）。
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※本稿は，平成１７―１９年度科学研究費補助金（基盤研究（C））の研究成
果の一部である。
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